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議員提出条例における形式的な文言の見直しについて

１ 議員提出条例における形式的な文言の見直し

議員提出条例における実質的な内容の見直しとは別に、議員提出条例における形

式的な文言の見直しを行った。

２ 形式的な文言修正が必要な条例一覧

①
三重県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例

（昭和三十一年三重県条例第四十四号）

② 三重県リサイクル製品利用推進条例（平成十三年三重県条例第四十六号）

③
県の出資法人への関わり方の基本的事項を定める条例（平成十四年三重県条

例第四十一号）

④ 子どもを虐待から守る条例（平成十六年三重県条例第三十九号）

⑤ 三重県議会基本条例（平成十八年三重県条例第八十三号）

３ 形式的な文言修正に関する条例案の提出方法

（１）①～④について

・議員提出条例検証特別委員会から「議員提出条例の検証に伴う関係条例の整理

に関する条例案」として提出。

（２）⑤について

・「三重県政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例案」の附則におけ

る三重県議会基本条例の改正箇所に形式的な文言修正も含める。

【備考】※P８参照

昨年成立した地方自治法の一部改正により、「政務調査費」が「政務活動費」

に改正された。

これにより、三重県政務調査費の交付に関する条例が改正される。

その際、この改正条例案の附則において、三重県議会基本条例に規定されて

いる「政務調査費」という文言を「政務活動費」に改正する等の改正が行われ

るため、そこに形式的な文言修正の改正も含めて行うこととする。

資料４－１
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○三重県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例

改 正 案 現 行

第五条 前二条の規定により議員報酬を支

給する場合（死亡したときを除く。）で

あって月の一日から支給するとき以外の

とき、又は月の末日まで支給するとき以

外のときは、その議員報酬額は、その月

の現日数を基礎として日割りによって計

算する。

第六条 議長、副議長及び議員の職務のた

め旅行する場合にあっては、その費用の

弁償として旅費を支給する。

第七条 （略）

２ 国内旅行にあっては、旅費の種類は、

職員等の旅費に関する条例（昭和三十二

年三重県条例第四十六号。以下「旅費条

例」という。）第六条第一項に規定する

もののほか、公務雑費とする。

３～６ （略）

７ 交通機関による県外の旅行の場合で、

次の各号のいずれかに該当する旅行にあ

っては、第四項の規定にかかわらず公務

雑費の定額の基本額に当該各号に規定す

る額を加算した額を公務雑費の定額とす

る。

一～三 （略）

８～11 （略）

第九条 （略）

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準

日現在（同項後段に規定する者にあって

は、任期満了、辞職、失職、死亡等によ

りその職を離れた日現在）において支給

すべき議員報酬月額及び議員報酬月額に

百分の二十を乗じて得た額の合計額に、

六月に支給する場合においては百分の百

八十七・五、十二月に支給する場合にお

いては百分の二百二・五を乗じて得た額

に、一般職に属する職員の期末手当の支

給の例により一定の割合を乗じて得た額

とする。

第五条 前二条の規定により議員報酬を支

給する場合（死亡したときを除く。）で

あつて月の一日から支給するとき以外の

とき、又は月の末日まで支給するとき以

外のときは、その議員報酬額は、その月

の現日数を基礎として日割りによつて計

算する。

第六条 議長、副議長及び議員の職務のた

め旅行する場合にあつては、その費用の

弁償として旅費を支給する。

第七条 （略）

２ 国内旅行にあつては、旅費の種類は、

職員等の旅費に関する条例（昭和三十二

年三重県条例第四十六号。以下「旅費条

例」という。）第六条第一項に規定する

もののほか、公務雑費とする。

３～６ （略）

７ 交通機関による県外の旅行の場合で、

次の各号のいずれかに該当する旅行にあ

つては、第四項の規定にかかわらず公務

雑費の定額の基本額に当該各号に規定す

る額を加算した額を公務雑費の定額とす

る。

一～三 （略）

８～11 （略）

第九条 （略）

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準

日現在（同項後段に規定する者にあつて

は、任期満了、辞職、失職、死亡等によ

りその職を離れた日現在）において支給

すべき議員報酬月額及び議員報酬月額に

百分の二十を乗じて得た額の合計額に、

六月に支給する場合においては百分の百

八十七・五、十二月に支給する場合にお

いては百分の二百二・五を乗じて得た額

に、一般職に属する職員の期末手当の支

給の例により一定の割合を乗じて得た額

とする。
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３ 前項において、任期満了等の日に在職

した議長、副議長及び議員で当該任期満

了等による選挙により再び議員となった

者に支給する当該期末手当に係る在職期

間の計算については、これらの者は引き

続き議員の職にあったものとする。

附 則

１～３ （略）

４ 第七条の規定による旅費条例の適用に

ついては、同条の規定にかかわらず、同

条例附則第九項の規定は適用しない。

５～８ （略）

３ 前項において、任期満了等の日に在職

した議長、副議長及び議員で当該任期満

了等による選挙により再び議員となつた

者に支給する当該期末手当に係る在職期

間の計算については、これらの者は引き

続き議員の職にあつたものとする。

附 則

１～３ （略）

４ 第七条の規定による職員等の旅費に関

する条例（昭和三十二年三重県条例第四

十六号）の適用については、同条の規定

にかかわらず、同条例附則第九項の規定

は適用しない。

５～８ （略）
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○三重県リサイクル製品利用推進条例

改 正 案 現 行

（認定の申請及び通知等）

第八条 （略）

２ （略）

３ 前項の有効期間が終了する場合におい

て、第一項の規定による申請を行った者

（以下この条及び第十六条第一項におい

て「申請者」という。）が再度同一のリ

サイクル製品について、第一項の規定に

よる申請を行うことを妨げるものではな

い。

４～７ （略）

８ 知事は、前項の申請を受けたときは、

当該認定リサイクル製品が、認定基準に

適合していることについて確認を行い、

その結果について、規則で定めるところ

により、同項の規定による申請を行った

者に通知するものとする。

（認定の取消し等）

第十条 （略）

２ （略）

一・二 （略）

三 次条第二項の規定による報告をしな

いとき。

四 （略）

３ 認定生産者は、認定リサイクル製品に

ついて、当該認定がその効力を失ったと

き又は第一項若しくは前項の規定により

取り消されたときは、第八条第五項の規

定による表示をしてはならない。

４・５ （略）

（認定生産者の義務）

第十一条 （略）

２ （略）

３ 認定生産者は、品質等管理計画に基づ

き認定リサイクル製品を保管するととも

に、前項の規定による試験又は検査に関

する書類を同項の規定による報告をした

日から五年を経過する日まで保存しなけ

（認定の申請及び通知等）

第八条 （略）

２ （略）

３ 前項の有効期間が終了する場合におい

て、第一項の規定による申請を行った者

（以下この条及び第十六条第一項におい

て「申請者」という。）が再度同一のリ

サイクル製品について、同項の規定によ

る申請を行うことを妨げるものではな

い。

４～７ （略）

８ 知事は、前項の申請を受けたときは、

当該認定リサイクル製品が、認定基準に

適合していることについて確認を行い、

その結果について、規則で定めるところ

により、前項の規定による申請を行った

者に通知するものとする。

（認定の取消し等）

第十条 （略）

２ （略）

一・二 （略）

三 第十一条第二項の規定による報告を

しないとき。

四 （略）

３ 認定生産者は、認定リサイクル製品に

ついて、当該認定がその効力を失ったと

き又は第一項若しくは第二項の規定によ

り取り消されたときは、第八条第五項の

規定による表示をしてはならない。

４・５ （略）

（認定生産者の義務）

第十一条 （略）

２ （略）

３ 認定生産者は、品質等管理計画に基づ

き認定リサイクル製品を保管するととも

に、前項の規定による試験又は検査に関

する書類を前項の規定による報告をした

日から五年を経過する日まで保存しなけ



5

ればならない。

（立入検査等）

第十六条 （略）

２ （略）

３ 第一項の規定による立入検査又は前項

の規定による収去をする職員は、その身

分を示す証明書を携帯し、関係人に提示

しなければならない。

４ （略）

ればならない。

（立入検査等）

第十六条 （略）

２ （略）

３ 第一項の規定による立入検査又は第二

項の規定による収去をする職員は、その

身分を示す証明書を携帯し、関係人に提

示しなければならない。

４ （略）
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○県の出資法人への関わり方の基本的事項を定める条例

改 正 案 現 行

（役員）

第六条 知事等は、その所管に係る主要出

資法人の理事、監事その他の役員につい

て、その職責に鑑み、適任者が選任され

るよう、必要に応じて、助言等を行うも

のとする。ただし、法令又は定款におい

て、役員の選任が知事の任命又は認可に

よることが定められている主要出資法人

については、この限りでない。

（法人形態の転換等）

第十条 知事等は、その所管に係る主要出

資法人に対して、当該主要出資法人の目

的の達成の程度、事業の実施状況、組織

の実態等に鑑み、必要と認めるときは、

統廃合、解散又は法人の形態の転換につ

いて、助言等を行うものとする。

２ （略）

（自律的運営等への配慮）

第十二条 知事等は、第四条から第七条ま

で及び前三条の規定の適用について、出

資法人の自律的運営及び県以外の出資者

の利益を損なわないよう配慮しなければ

ならない。

（役員）

第六条 知事等は、その所管に係る主要出

資法人の理事、監事その他の役員につい

て、その職責にかんがみ、適任者が選任

されるよう、必要に応じて、助言等を行

うものとする。ただし、法令又は定款に

おいて、役員の選任が知事の任命又は認

可によることが定められている主要出資

法人については、この限りでない。

（法人形態の転換等）

第十条 知事等は、その所管に係る主要出

資法人に対して、当該主要出資法人の目

的の達成の程度、事業の実施状況、組織

の実態等にかんがみ、必要と認めるとき

は、統廃合、解散又は法人の形態の転換

について、助言等を行うものとする。

２ （略）

（自律的運営等への配慮）

第十二条 知事等は、第四条から第七条ま

で及び第九条から前条までの規定の適用

について、出資法人の自律的運営及び県

以外の出資者の利益を損なわないよう配

慮しなければならない。
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○子どもを虐待から守る条例

改 正 案 現 行

（子どもを虐待から守る家）

第二十一条 知事は、地域における子ども

を虐待から守るための取組を促進するた

め、住宅街、商店街等に居住する者であ

って次に掲げる事業について協力が得ら

れるもの（以下この条において「協力者」

という。）の居宅を「子どもを虐待から

守る家」として指定することができる。

一・二 （略）

２～５ （略）

（子どもを虐待から守る家）

第二十一条 知事は、地域における子ども

を虐待から守るための取組を促進するた

め、住宅街、商店街等に居住する者であ

って次に掲げる事業について協力が得ら

れるもの（以下この条項において「協力

者」という。）の居宅を「子どもを虐待

から守る家」として指定することができ

る。

一・二 （略）

２～５ （略）
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○三重県議会基本条例

改 正 案 現 行

目次

前文

第一章・第二章 （略）

第三章 議会運営の原則等（第六条―第

七条）

第四章～第十章 （略）

附則

（基本方針）

第三条 議会は、前条の基本理念にのっと

り、次に掲げる基本方針に基づいた議会

活動を行うものとする。

一 議会活動を県民に対して説明する責

務を有することに鑑み、積極的に情報

の公開を図るとともに、県民が参画し

やすい開かれた議会運営を行うこと。

二～四 （略）

（議員間討議）

第十五条 議員は、議会の権能を発揮する

ため、常任委員会、議会運営委員会及び

特別委員会並びに第十三条及び第十四条

の規定により設置される調査機関及び検

討会等において、積極的に議員相互間の

討議に努めるものとする。

２ （略）

目次

前文

第一章・第二章 （略）

第三章 議会運営の原則等（第六条・第

七条）

第四章～第十章 （略）

附則

（基本方針）

第三条 議会は、前条の基本理念にのっと

り、次に掲げる基本方針に基づいた議会

活動を行うものとする。

一 議会活動を県民に対して説明する責

務を有することにかんがみ、積極的に

情報の公開を図るとともに、県民が参

画しやすい開かれた議会運営を行うこ

と。

二～四 （略）

（議員間討議）

第十五条 議員は、議会の権能を発揮する

ため、常任委員会、議会運営委員会及び

特別委員会並びに前二条の規定により設

置される調査機関及び検討会等におい

て、積極的に議員相互間の討議に努める

ものとする。

２ （略）

【参考】三重県政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例案の附則による改正箇所

改 正 案 現 行

（政務活動費）

第十七条 会派及び議員は、調査研究その

他の活動に資するために政務活動費の交

付を受け、証拠書類を公開すること等に

よりその使途の透明性を確保するものと

する。

２ 政務活動費に関しては、別に条例の定

めるところによる。

（政務調査費）

第十七条 会派及び議員は、調査研究に資

するために政務調査費の交付を受け、証

拠書類を公開すること等によりその使途

の透明性を確保するものとする。

２ 政務調査費に関しては、別に条例の定

めるところによる。


